地域づくり応援助成事業の概要
１．目的等
　　この事業は多くの県民のユニークな発想や企画力を活かし、地域課題解決や地域活性化に向けた活動を一層充実させ、県民の総力を結集した地域づくり活動を促進することを目的とする。
２．事業内容
 (１)立上げ支援事業
　① 対象事業者　県内のＮＰＯ法人、民間団体及びグループ（構成人員が５名以上の団体）、商業法人等。
　② 対象事業　地域課題解決や地域活性化に向け団体自らが実施する各種活動のうち、団体の立ち上がり期の活動または新規に始める活動で継続的な実施が見込めるもの。

　　　　　　　　　県内各地域のより多くの活動を支援するため、同一団体への助成は１回限りとする。ただし、過去に財団の同種の助成を受けた団体であっても新規に始める活動については申請ができるものとする。

　　　　　　　　　なお、次の①号及び②号は対象外、③号は原則として対象外とする。
　 　　　　　　 　　①単に営利を目的とする事業
　　　　　　　　　　②政治的、宗教的活動と認められる事業
　　　　　　　　　　③国、県等他の補助事業の対象となっている事業
　③ 対象経費　 対象事業を実施するために必要な経費であって、財団の理事長（以下「理事長」という。）が必要かつ適当と認めるもの。
　　　　　　　　　ただし、団体等の従前からの経常的活動経費は対象外とする。
　④ 助　成　率　対象経費の２／３以内
　⑤ 助成限度額　２０万円以上５０万円以下
　⑥ 助成期間　１年
（２）事業化支援事業
　① 対象事業者　県内のＮＰＯ法人、民間団体及びグループ（構成人員が５名以上の団体）、商業法人等。
　② 対象事業　地域課題解決や地域活性化に向け団体自らが実施する次に掲げる活動のうち、団体の新たな事業展開を図る活動（本格的規模拡大・グレードアップ等）で継続的な実施が見込めるものとする。
　　　　　　　　　〔公益重視型〕地域課題の解決、文化やコミュニティ、安心安全の向上のための活動
　　　　　　　　　〔経済振興型〕経済の域内循環や販路開拓促進等、活力ある地域づくり活動
　　　　　　　　　県内各地域のより多くの活動を支援するため、同一事業への助成は１回限りとする。ただし、過去に財団の同種の助成を受けた団体であっても別事業を新たに展開する場合には申請ができるものとする。
　　　　　　　　　なお、次の①号及び②号は対象外、③号は原則として対象外とする。
　 　　　　　　 　　①単に営利を目的とする事業
　　　　　　　　　　②政治的、宗教的活動と認められる事業
　　　　　　　　　　③国、県等他の補助事業の対象となっている事業
　③ 対象経費　対象事業を実施するために必要な経費であって、理事長が必要かつ適当と認めるもの。
　　　　　　　　　ただし、団体等の従前からの経常的活動経費は対象外とする。
　④ 助　成　率　対象経費の２／３以内
　⑤ 助成限度額　５０万円以上２００万円以下
　⑥ 助成期間　１年または２年
３．その他
　(1) 特定の分野に限定することなく、地域活性化につながる事業・活動を幅広く対象とするが、「事業活動が継続し効果が見込まれる」事業・活動であることが必要。
　(2) 申請期間（申請締め切り）は、年２回程度とする。
　(3) 審査委員会による審査会を経て、助成の適否を決定する。
(4) 一般的には、申請までに複数回の事前相談（協働作業）を行うこととする。
(5) 採択団体にあっては、事業実施期間中に当財団が実施するセミナーや交流会等に参加したり、アドバイザー派遣事業または他の機関等が実施する同等の事業による助言を受けることとする。
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